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資料１ 川島町環境保全条例 

 

平成25年3月29日 条例第17号 

(平成25年4月1日施行) 

 

 

 

第 1章 総則 

第1節 通則 

(目的) 

第1条 この条例は、現在及び将来の町民が、安全で快

適な生活を営むため、環境の保全及び自然環境の適正

な保全についての基本理念を定め、町、町民及び事業

者それぞれの責務を明らかにするとともに、環境の保

全に関する施策の基本的な事項その他の必要な事項

を定めることにより、その施策の総合的かつ計画的な

推進を図り、もって良好な環境を将来にわたって確保

することを目的とする。 

(定義) 

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意

義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 良好な環境 安全で快適な生活を営むことができ

る生活環境及び自然環境をいう。 

(2) 生活環境 人の生活に係る環境をいい、人の生活

に密接な関係のある財産並びに動植物及びその生育

環境を含むものをいう。 

(3) 自然環境 自然の生態系をめぐる土壌、大気、水

及び動植物をいう。 

(4) 環境への負荷 人の活動により環境に加えられる

影響であって、環境の保全上の支障の原因となるおそ

れのあるものをいう。 

(5) 事業者 町内において事業活動を行う者をいう。 

(6) 廃棄物 廃棄物の処理及び清掃に関する法律(昭

和45年法律第137号。以下「廃掃法」という。)第 2

条第1項に規定する廃棄物をいう。 

(7) 所有者等 土地、建物、車両、自動販売機等を所

有し、又は占有し、若しくは管理する者をいう。 

(基本理念) 

第3条 環境の保全は、現在及び将来の町民が安全で快

適な生活を営むことができる良好な環境を確保され

るよう推進されなければならない。 

2 環境の保全は、人と自然が共生し、環境への負荷が

少ない持続的な循環型社会を構築されるよう推進さ

れなければならない。 

3 環境の保全は、日常生活及び事業活動において、地

域の環境はもとより、地球環境にも配慮した自発的な

取組により推進されなければならない。 

4 環境の保全は、町、町民及び事業者との協働を大切

にしつつ推進されなければならない。 

第2節 町の責務 

(基本的責務) 

第 4 条 町長は、前条の規定による基本理念(以下「基

本理念」という。)にのっとり、町民の安全で快適な

環境の確保と形成に関する施策を策定し、これを実施

するとともに、その実施について、町民、事業者に対

し助言、指導等必要な措置を行うものとする。 

2 町長は、前項の施策の実施にあたっては、総合的な

行政の運営を図らなければならない。 

(環境施設の整備) 

第5条 町長は、良好な環境を確保するため、道路、公

園、緑地、下水道その他の環境施設の整備に努めなけ

ればならない。 

(町民意識の啓発) 

第6条 町長は、環境に関する知識の普及を図り、町民

の安全で快適な環境づくりに関する意識を高めるた

め、必要な措置を講じなければならない。 

第3節 町民の責務 

(基本的責務) 

第7条 町民は、基本理念にのっとり、常に良好な環境

の確保及び環境への負荷の低減に努めなければなら

ない。 

(協力義務) 

第8条 町民は、町その他行政機関が実施する安全で快

適な環境の確保に関する施策に協力しなければなら

ない。 

第4節 事業者の責務 

(基本的責務) 

第9条 事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動

によって良好な環境を害しないよう、自らの責任と負

担において必要な万全の措置を講ずるとともに、緑化

の推進及び環境への負荷の低減に努めなければなら

ない。 

(協力義務) 

第 10 条 事業者は、町その他行政機関が実施する良好

な環境の確保に関する施策に協力しなければならな

い。 

(従業者への指導) 

第 11 条 事業者は、従業者に対し、良好な環境を確保

するための法令及び町その他行政機関が実施する環

境に関する施策について、その指導に努めなければな

らない。 

(苦情又は紛争の解決) 

第 12 条 事業者は、その事業活動を行うに当たり、当

該事業活動に係る苦情又は紛争が生じたときは、説明

会又は話し合いの場を設けるなどして、自らの責任と

負担において、誠意をもって解決に当たらなければな

らない。 
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第5節 環境の保全に関する基本施策 

(環境基本計画) 

第 13 条 町長は、良好な環境の保全及び自然環境の形

成に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、

環境基本計画を策定するものとする。 

2 環境基本計画は、次に掲げる事項について定めるも

のとする。 

(1) 環境の保全に関する長期的な目標及び総合的な施

策の大綱 

(2) その他環境の保全等に関する施策を総合的かつ計

画的に推進するために必要な事項 

3 町長は、環境基本計画を策定するに当たっては、町

民の意見が反映されるよう必要な措置を講ずるとと

もに、川島町環境保全審議会の意見を聴かなければな

らない。 

4 町長は、環境基本計画を策定したときは、速やかに

これを公表するものとする。 

5 前 2 項の規定は、環境基本計画の変更についても準

用する。 

(環境基本計画との整合) 

第 14 条 町は、環境に影響を及ぼすと認められる施策

を策定し、及び推進するに当たっては、環境基本計画

との整合を図らなければならない。 

(年次報告書の作成及び公表) 

第 15 条 町長は、環境の状況、環境基本計画に基づき

実施された施策の状況等について年次報告書を作成

し、これを公表するものとする。 

第2章 自然環境の保全 

第1節 土砂等による土地の埋立て等の規制 

(定義) 

第 16 条 この節において、次の各号に掲げる用語の意

義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 土砂等 土地の埋立て、盛土又はたい積の用に供

されるもので、第2条第6号に規定する廃棄物以外の

ものをいう。 

(2) 土砂等による土地の埋立て等 土地の埋立て、盛

土又はたい積(製品の製造又は加工のための原材料の

たい積を除く。)をいう。 

(事業者の責務) 

第 17 条 土砂等による土地の埋立て等を行う者(以下

「事業者」という。)は、土砂等による土地の埋立て

等を行うに当たり、災害を防止し良好な環境を保全す

るため、万全な措置を講じなければならない。 

2 事業者は、土砂等による土地の埋立て等を行う土地

(以下「事業区域」という。)の周辺関係者の理解を得

るよう努めるとともに、土砂等による土地の埋立て等

を行うこと(以下「埋立事業」という。)に伴う苦情又

は紛争が生じたときは、誠意をもって解決に当たらな

ければならない。 

3 事業者は、埋立事業に当たり、町が定めた土地の利

用計画に適合するよう努めなければならない。 

(土砂等による土地の埋立て等の許可) 

第 18 条 事業者は、次に掲げる埋立事業は、規則で定

めるところにより町長の許可を受けなければならな

い。 

(1) 事業区域の面積が、300 平方メートル以上 3,000

平方メートル未満となるもの 

(2) 事業区域の面積が、300 平方メートル未満の埋立

事業で当該事業区域に隣接する土地において、当該埋

立事業を施行する日前1年以内に埋立事業が施行され、

又は施行中の場合で、当該埋立事業の事業区域の面積

と既に施行され、又は施行中の埋立事業の事業区域の

面積を合算した面積が300平方メートル以上となるも

の 

2 次に掲げる事業については、前項の規定は適用しな

い。 

(1) 他の法令の規定により許可又は認可を受けた事業

で、規則で定めるもの 

(2) 非常災害のために必要な応急措置として行う事業 

(3) 国、地方公共団体その他規則で定める法人が行う

事業 

(許可の基準) 

第 19 条 町長は、前条第 1 項の規定による許可をする

ときは、埋立事業の計画が、次の各号のいずれにも適

合していると認められるときでなければ、許可をして

はならない。 

(1) 埋立事業の目的及び規模に照らして、事業区域及

び周辺地域の災害の防止、通行の安全その他良好な環

境の確保に支障のないような構造、規模で適正に措置

されていること。 

(2) 埋立事業の施行方法が、第24条に規定する埋立事

業基準に適合していること。 

(許可の条件) 

第20条 町長は、第18条第1項の許可に当たり、災害

の防止又は良好な環境保全上必要と認める条件を付

すことができる。 

(埋立事業の変更許可) 

第 21 条 第 18 条第 1項の許可を受けた者(以下「許可

事業者」という。)は、当該許可に係る事項の変更(規

則で定める軽微な変更を除く。)をしようとするとき

は、規則で定めるところにより、町長の許可を受けな

ければならない。 

2 前 2条の規定は前項の許可について準用する。 

(許可の譲渡及び名義貸しの禁止) 

第22条 第18条第1項又は前条第1項の許可は、当該

許可事業者のみ効力を有し、当該許可の権利を第三者

に譲渡し、又は自己の名義をもって第三者に事業を行

わせてはならない。 

(許可の承継) 

第 23条 第 18条第 1項又は第21条第1項の許可を受

けた許可事業者について、相続又は合併のあったとき

は、相続人又は合併後存続する法人若しくは合併によ

り設立した法人は、その許可事業者の地位を承継する。 

2 前項の規定により許可事業者の地位を承継した者は、

その承継のあった日から起算して 30 日以内に、規則

で定めるところにより、町長に届け出なければならな
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い。 

(埋立事業基準) 

第 24 条 許可事業者は、規則で定める埋立事業基準に

従い、行わなければならない。 

(標識の設置) 

第 25 条 許可事業者は、事業区域の見やすい場所に、

規則で定める事業の実施等を示す標識を設置しなけ

ればならない。 

(改善勧告) 

第26条 町長は、許可事業者が第19条の規定による許

可の基準又は第 20 条の規定による許可の条件に違反

しているときは、当該基準又は条件に適合するよう必

要な改善を勧告することができる。 

(改善命令) 

第 27 条 町長は、許可事業者が前条の規定による勧告

に従わないときは、期限を定め必要な改善を命ずるこ

とができる。 

(許可の取消し) 

第 28 条 町長は、許可事業者が偽りその他不正な手段

により、第18条第1項若しくは第21条第1項の許可

を受けたとき、又は前条の規定による命令に違反した

ときは、その許可を取り消すことができる。 

(中止命令) 

第 29条 町長は、第18条第1項又は第21条第 1項の

規定による許可を受けず、埋立事業をしている者(当

該土砂等による土地の埋立て等を行っている者に対

し、当該違反行為をすることを要求し、依頼し、若し

くは唆し、又は当該土砂等による土地の埋立て等を行

っている者が当該違反行為をすることを助けた者が

あるときは、その者を含む。)に対し、当該埋立事業

の中止を命ずることができる。 

(原状回復命令等) 

第30条 町長は、第28条の規定により許可を取消した

とき、又は前条の規定により埋立事業の中止を命じた

ときは、期限を定め原状回復その他必要な措置を命ず

ることができる。 

(埋立事業の中止又は完了) 

第31条 第18条第1項の規定による許可を受けた許可

事業者は、埋立事業を中止し、又は完了したときは、

その日から 10 日以内に規則で定めるところにより、

町長に届け出なければならない。 

2 町長は、前項の規定による届出があったときは、第

19 条の規定による許可の基準又は第 20 条の規定によ

る許可の条件に適合しているかを検査し、適合してい

ないと認めるときは、許可事業者に対し、期限を定め、

必要な改善を命ずることができる。 

(代執行) 

第32条 町長は、第27条、第29条、第30条及び前条

第2項に規定による命令を受けた者が指定された期間

内に命ぜられた改善又は必要な措置を履行しない場

合には、行政代執行法(昭和23年法律第43号)の定め

るところにより、自ら義務者のなすべき行為をなし、

又は第三者をしてこれをなさしめ、その費用を義務者

から徴収することができる。 

第2節 水環境の保全 

(定義) 

第 33 条 この節において、次の各号に掲げる用語の意

義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 水環境 町民の諸活動並びに治水及び利水との調

和の中で、将来にわたって良好な水質、水生生物及び

地下水が育まれる豊かで快適な流域の環境をいう。 

(2) 水道 水道法(昭和32年法律第177号)第3条第1

に規定するものをいう。 

(3) 公共用水域 水質汚濁防止法(昭和 45 年法律第

138号)第2条第1項に規定するものをいう。 

(水質の保全) 

第 34 条 町長は、水が限られた貴重な資源であり、森

林その他の流域の環境によってかん養され浄化され

ることに鑑み、河川、ため池及び地下水の水質並びに

水道の水源の保全について、必要な施策を推進するも

のとする。 

(生活排水の浄化) 

第 35 条 町民は、生活排水が水環境に与える影響を認

識し、生活排水を公共用水域に排出しようとするとき

は、汚濁の負荷を低減するために必要な浄化施設の設

置等水質保全に必要な措置を講じなければならない。 

(事業所からの排出水の浄化) 

第36条 事業者は、自らの事業活動に伴う排出水(以下

「事業排水」という。)が公共用水域に与える影響を

認識し、水環境の保全のために必要な措置を講じなけ

ればならない。 

(水域の水質目標) 

第 37 条 町長は、町内の公共用水域の水質の保全若し

くは自然の姿を残す水辺を創造していくため、水質目

標を定めることが必要と認めたときは、町内の水域を

指定し、当該水域の水質目標を定めることができる。 

2 町長は、前項の規定により町内の水域を指定し、当

該水域の水質目標を定めた場合は、その内容を告示し

なければならない。 

(指導又は助言) 

第 38 条 町長は、生活排水又は事業排水を排出してい

る者が、第35条又は第36条の必要な措置を講じてい

ないと認められるときは、当該排水している者に対し、

必要な助言又は指導を行うことができる。 

第3節 野生動植物の保護 

(定義) 

第 39 条 この節において「野生動植物」とは、町の区

域内において生息し、又は自生し、かつ、希少又は貴

重と認められる動植物をいう。 

(保護動植物の指定) 

第 40 条 町長は、良好な自然環境を確保するため必要

があると認めるときは、野生動植物を保護動植物とし

て指定することができる。 

2 町長は、前項に規定する保護動植物(以下「保護動植

物」という。)の指定しようとするときは、保護すべ

き動植物の種類及び区域(以下「保護区域」という。)
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を定めて指定しなければならない。 

3 町長は、保護動植物を指定しようとするときは、川

島町環境保全審議会の意見を聴かなければならない。 

4 町長は、保護動植物を指定しようとするときは、当

該保護区域の土地の所有者等の同意を得なければな

らない。 

(財産権の尊重等) 

第 41 条 町長は、前条の規定により保護動植物を指定

しようとするときは、関係者の所有権その他の財産権

を尊重するとともに、土地の開発その他の公益との調

整に留意しなければならない。 

(指定の告示) 

第42条 町長は、第40条第1項の規定により保護動植

物を指定したときは、規則で定めるところにより告示

しなければならない。 

(標識の設置) 

第 43 条 町長は、保護動植物を指定したときは、当該

保護区域内に規則で定める標識を設置することがで

きる。 

2 前項の標識を設置するに当たっては、当該保護区域

内の土地の所有者等は、その設置に協力するよう努め

なければならない。 

3 何人も、第 1 項の規定により設置された標識を町長

の承諾を得ないで移転し、若しくは除去し、又は汚損

し、若しくは損壊してはならない。 

(指定の解除) 

第 44 条 町長は、公益上の理由その他特別な理由があ

るときは、保護動植物の指定を解除することができる。 

2 町長は、前項の規定による指定の解除をしようとす

るときは、第40条第3項及び第42条の規定を準用す

る。 

(行為の制限) 

第45条 何人も、町長が指定する保護動植物(動物の卵

及び植物の種子を含む。)をその保護区域内において

捕獲し、若しくは採取し、又は殺傷し、若しくは損傷

してはならない。 

2 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該

当する場合で、規則で定めるところにより町長の許可

を受けたときは、前項の規定は適用しないものとする。 

(1) 学術研究のため必要があるとき。 

(2) 動植物の保護又は育成のため必要があるとき。 

(3) 公益上やむを得ないとき。 

(助成) 

第 46 条 町長は、保護動植物を保護するために必要と

認めたときは、規則で定めるところにより助成するこ

とができる。 

(損失の補償) 

第 47 条 町長は、保護動植物又はその保護区域の指定

に関し損失が生じたときは、当該損失を受けた者に対

し、通常生ずべき損失を補償する。 

2 前項の規定による補償を受けようとする者は、規則

で定めるところにより町長に申請しなければならな

い。 

3 町長は、前項の規定による申請を受けたときは、補

償する金額を決定し、当該申請をした者に通知しなけ

ればならない。 

(民間団体等の協力) 

第 48 条 町長は、保護動植物に関心のある町民が組織

する民間団体等の協力を求めることができる。 

(外来魚種の規制) 

第 49 条 何人も町の区域内に位置する池沼又は河川の

生態系を乱すおそれがあるものとして規則で定める

ブラックバスなどの外来魚種(その卵を含む。)につい

て、次の行為をしてはならない。 

(1) 町内に位置する池沼又は河川に放流すること。 

(2) 捕獲した外来魚種を再び放流すること。 

(3) 捕獲した外来魚種を再び他の池沼又は河川に放流

すること。 

第3章 生活環境の保全 

第 1 節 自動車等の使用に伴うアイドリングストップ

の推進 

(定義) 

第 50 条 この節において、次の各号に掲げる用語の意

義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 自動車等 道路運送車両法(昭和 26 年法律第 185

号)第 2 条第 2 項に規定する自動車及び同条第 3 項に

規定する原動機付自転車をいう。 

(2) アイドリングストップ 自動車等の駐車時又は停

車時において原動機を停止することをいう。 

(アイドリングストップの推進) 

第 51 条 町長は、自動車等を運転する者がアイドリン

グストップの実施に係る埼玉県生活環境保全条例(平

成13年埼玉県条例第57号。以下「県条例」という。)

第 40 条第 1 項の規定を遵守するよう適切な措置を講

ずるとともに、町民に対しアイドリングストップの推

進に関し必要な啓発を行うよう努めるものとする。 

第2節 空き地及び空き家等の適正な管理 

(定義) 

第 52 条 この節において、次の各号に掲げる用語の意

義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 空き地 現に使用していない土地、又は使用して

いても相当の空閑部分を有し、使用していない土地と

同様の状況で、近隣の良好な生活環境を損なうような

状態の土地をいう。 

(2) 空き家等 建物その他の工作物で常時無人の状態

にあるもの及びその敷地をいう。 

(3) 管理不全な状態 空き地及び空き家等において老

朽化が著しい建物で、倒壊若しくは建築材等の飛散の

おそれがある危険な状態及び敷地内の草木が著しく

繁茂し、除草若しくは伐採が必要な状態又は不特定者

の侵入による火災、若しくは廃棄物の不法投棄及びそ

の他犯罪を誘発するおそれのある状態をいう。 

(4) 町民 町内に居住し、若しくは滞在し、又は勤務

するものをいう。 

(所有者等の責務) 

第 53 条 空き地及び空き家等の所有者等は、当該空き



資料編 - 7 

 

地及び空き家等が管理不全な状態にならないように

維持管理をし、資材等の整理整頓をし、並びに建物そ

の他の工物、草木及び敷地の適正な管理をしなければ

ならない。 

(情報提供) 

第 54 条 町民は、管理不全な状態である空き地及び空

き家等があるときは、速やかに町にその情報を提供す

るものとする。 

(実態調査) 

第 55 条 町長は、前条の規定による情報提供があった

とき、又は第 53 条に規定する適正な管理がなされて

いないと認めるときは、当該空き地及び空き家等の実

態調査を行うことができる。 

(指導及び勧告) 

第 56 条 町長は、前条の規定による実態調査により、

当該空き地及び空き家等が管理不全な状態であると

認めるときは、当該所有者等に対し、必要な措置につ

いて指導することができる。 

2 町長は、所有者等が前項に定める指導を履行しない

ときは、当該所有者等に対し、環境の保全等に必要な

措置を講ずるよう勧告することができる。 

(改善命令) 

第 57 条 町長は、空き地及び空き家等の所有者等が前

条第2項の規定による勧告に応じない場合は、当該所

有者等に対し、期限を定め必要な措置を講ずるよう命

ずることができる。 

第3節 放置車両の措置 

(定義) 

第 58 条 この節において、次の各号に掲げる用語の意

義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 自動車 道路交通法(昭和 35 年法律第 105 号。以

下「道交法」という。)第 2 条第 1 項第 9 号に規定す

るもので、機能の一部又は全部が喪失し、登録番号標

等がないものをいう。 

(2) 原動機付自転車 道交法第2条第1項第10号に規

定するもので、機能の一部又は全部が喪失し、登録番

号標等がないものをいう。 

(3) 自転車 道交法第2条第1項第11号の2に規定す

るもの(機能の一部又は全部が喪失しているものを含

む。)をいう。 

(4) 車両 前3号に規定するものをいう。 

(5) 放置車両 車両で、公共の場所に正当な権限なく

相当の期間にわたり放置されているものをいう。 

(車両の放置の禁止) 

第 59 条 何人も、公共の場所に車両を放置し、又は放

置させてはならない。 

(自転車利用者の責務) 

第 60 条 自転車の利用者は、当該自転車について、自

転車の安全利用の促進及び自転車等の駐車対策の総

合的推進に関する法律(昭和 55 年法律第 87 号)第 12

条第3項の規定による防犯登録を受け、フレーム本体

の目立つ場所に貼り付けるものとする。 

(放置車両の調査等) 

第 61 条 町長は、放置してある車両について、当該車

両の状況等について調査することができる。 

2 町長は、前項の規定により調査をしようとするとき

は、当該公共の場所の管理者(当該公共の場所の管理

者が町長の場合を除く。第70条において同じ。)及び

町を管轄する警察署長に対し、放置してある車両の照

会等について協力を求めることができる。 

(移動命令) 

第62条 町長は、前条第1項の規定による調査の結果、

当該放置車両の所有者等が判明したときは、当該所有

者に対し、期限を定め、当該公共の場所から当該放置

車両を移動するよう命ずることができる。ただし、犯

罪に関係する疑いのあるものについては、この限りで

ない。 

(所有者不明の場合の移動の告知等) 

第63条 町長は、第61条第1項の規定による調査の結

果、当該放置車両の所有者等が判明しないために前条

の規定による命令をすることができないときは、次に

掲げる事項を告知し、規則で定める標章を当該放置車

両の見やすい箇所に取り付けることができる。 

(1) 放置車両を公共の場所から移動すべき旨及びその

期限 

(2) 放置車両を移動した場合において、町長に申告す

べき旨 

(3) 放置車両を移動期限を経過しても移動しないとき

の措置 

2 前項の規定により、放置車両の移動等の告知をされ

た当該放置車両の所有者等は、当該標章により告知さ

れた移動期限までに、公共の場所から放置車両を移動

しなければならない。 

3 何人も、第 1 項の規定により放置車両に取り付けら

れた標章を破損し、又は汚損してはならず、また、前

項の規定により当該放置車両を移動した場合を除き、

これを取り除いてはならない。 

(移動の申告) 

第64条 第62条及び前条第2項の規定により放置車両

を当該公共の場所から移動した所有者等は、移動した

日時及び場所並びに移動した放置車両の種類につい

て、移動した日から 10 日以内に町長に申告しなけれ

ばならない。 

2 町長は、前項の規定による申告を受けたときは、そ

の事実を確認しなければならない。 

(期限後の措置) 

第65条 町長は、放置車両の所有者等が、第62条の規

定による命令に従わず、又は第 63 条第 1 項の規定に

より告知したにもかかわらず、移動期限を経過したと

きにおいても当該車両を移動しないときは、保管場所

として定めた場所に、当該車両を移動することができ

る。 

(移動した放置車両の保管) 

第 66 条 町長は、前条の規定により放置車両を移動し

たときは、当該放置車両を移動した日から起算して60

日間保管しなければならない。 
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2 町長は、前項の規定により放置車両を保管したとき

は、規則で定める事項を告示しなければならない。 

(引取命令) 

第 67 条 町長は、前条第 1 項に規定する期間内におい

て、保管している放置車両の所有者等が判明したとき

は、当該所有者等に対し、期限を定めて当該車両を引

き取るよう命ずることができる。 

(移動費用等の徴収) 

第68条 町長は、第66条第1項の規定により保管して

いる放置車両を引き取ろうとする所有者等又は前条

の規定により放置車両の引取りを命じられた所有者

等から当該車両の移動及び保管に要した費用を徴収

することができる。 

(放置車両の処分) 

第69条 町長は、第66条第1項に規定する保管期間を

経過したときにおいても引取りのない放置車両につ

いては、処分する旨を告示し、廃棄物と認定して当該

車両を処分することができる。 

(放置車両の措置通知) 

第70条 町長は、第63条第1項の規定により放置車両

に標章を取り付けたとき、第 66 条第 1 項の規定によ

り放置車両を保管しようとするとき、及び前条の規定

により放置車両を処分しようとするときは、当該公共

の場所の管理者及び所轄の警察署長に対し、規則で定

める通知書により、それぞれ通知するものとする。 

第4節 自動車等たい積保管の規制 

(定義) 

第 71 条 この節において「自動車等」とは、道路運送

車両法(昭和 26 年法律第 185 号)第 2 条第 2 項に規定

する自動車及び同条第 3 項に規定するもの(機能の一

部又は全部が喪失しているものを含む。)をいう。 

(自動車等たい積保管の許可) 

第72条 自動車等を積み重ねて保管(以下「たい積保管」

という。)しようとする者は、たい積保管場所ごとに、

規則で定めるところにより町長の許可を受けなけれ

ばならない。 

(許可基準) 

第 73 条 町長は、前条の規定による許可の申請があっ

た場合は、その内容が規則で定める保管基準に適合し

ていると認めるときは、許可をしなければならない。 

(許可の条件) 

第74条 町長は、第72条の規定による許可をするに当

たり、災害を防止し、又は良好な環境を確保するため、

必要な限度において条件を付すことができる。 

(改善勧告) 

第75条 町長は、第72条の規定による許可を受けた者

が、第 73 条の規定による規則で定める保管基準又は

前条の規定による許可の条件に違反しているときは、

当該保管基準又は条件に適合するよう必要な改善を

勧告することができる。 

(改善命令) 

第76条 町長は、第72条の規定による許可を受けた者

が、前条の規定による勧告に従わないときは、期限を

定め必要な改善を命ずることができる。 

第5節 農薬の安全使用 

(定義) 

第77条 この節において「農薬」とは、農薬取締法(昭

和 23 年法律第 82 号。以下「農薬法」という。)第 1

条の2第1項に規定するものをいう。 

(減農薬の推進) 

第 78 条 農薬を使用する者(以下「農薬使用者」とい

う。)は、農薬の周辺環境に対する影響を考慮し、農

薬の使用を抑制するよう努めるものとする。 

(農薬の購入) 

第 79 条 農薬を購入しようとする者は、農薬法第 8 条

の規定による届出を行っている業者から購入しなけ

ればならない。 

(農薬の適正な使用) 

第80条 農薬使用者は、農薬法第2条第1項及び第15

条の2第1項の規定により農林水産大臣の登録を受け

た農薬を使用しなければならない。 

2 農薬使用者は、農薬法第 7 条に規定する農薬の表示

に基づいて、安全かつ適正に使用しなければならない。 

(農薬の適正な保管) 

第 81 条 農薬使用者は、農薬の盗難、紛失、飛散、流

出等を防止するため、農薬を適正に保管しなければな

らない。 

第6節 不法投棄の規制 

(定義) 

第 82 条 この節において、次の各号に掲げる用語の意

義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) ごみ 第2条第6号に規定する廃棄物をいう。 

(2) 不法投棄 ごみを公共の場所及び他人が所有し、

又は管理する場所にみだりに捨て良好な環境を損ね

ることをいう。 

(不法投棄の禁止) 

第83条 何人も、不法投棄をしてはならない。 

(不法投棄されたごみの調査等) 

第 84 条 町長は、不法投棄されたごみについて、不法

に投棄した者(以下「不法投棄者」という。)を確認す

るため、その状況を調査することができる。 

2 町長は、前項の規定による調査の結果を町を管轄す

る警察署長に通報することができる。 

(原状回復命令等) 

第85条 町長は、前条第1項の規定による調査の結果、

不法投棄者を確認したときは、当該不法投棄者に対し、

期限を定め、原状回復その他必要な措置を命ずること

ができる。 

(土地の所有者等の措置) 

第86条 第84条第1項の規定による調査の結果、不法

投棄者が判明しない場合には、不法投棄された土地の

所有者等は、関係法令に基づき適正な措置を講ずるよ

う努めなければならない。 

第7節 空き缶等の散乱防止 

(定義) 

第 87 条 この節において、次の各号に掲げる用語の意
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義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 自動販売機 飲料を販売目的とした貨幣等を投入

口へ投入することにより物品が自動的に出る装置を

いう。 

(2) 空き缶等 飲料を販売するために収納していた缶、

ビン及びプラスチック製容器をいう。 

(自動販売機管理者の責務) 

第 88 条 自動販売機の所有者等は、飲料の空き缶等を

回収するための容器(以下「回収容器」という。)を自

動販売機の周辺に設置しなければならない。ただし、

次に定める自動販売機についてはこの限りではない。 

(1) 工場、事務所等の敷地に設置される自動販売機で

その関係者以外利用しないもの 

(2) 建物の内部に設置される自動販売機で、常時当該

自動販売機を管理する者がいる場合のもの 

2 前項の規定により回収容器を設置した者は、当該回

収容器を適正に管理し、その周辺に空き缶等が散乱し

ないように努めなければならない。 

(自動販売機利用者の責務) 

第89条 町民(第52条第4号に規定するものをいう。)

は、自動販売機を利用することにより生じた空き缶等

を持ち帰り、又は自動販売機の周辺に設置してある回

収容器に投入しなければならない。 

第8節 飼い犬及び飼い猫のふん害等の防止 

(定義) 

第 90 条 この節において、次の各号に掲げる用語の意

義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 飼い犬及び飼い猫 飼養管理されている犬及び猫

をいう。 

(2) ふん害等 飼い犬及び飼い猫のふん又は尿により

道路、公園、河川敷その他の公共の場所又は他人の土

地、建物等(以下「公共の場所等」という。)が汚され

ることにより町民の生活環境が損なわれることをい

う。 

(3) 飼い主 飼い犬及び飼い猫を所有又は飼養管理し

ている者をいう。 

(啓発及び周知) 

第 91 条 町長は、飼い犬及び飼い猫のふん害等の防止

に関する啓発及び周知に努めるものとする。 

(犬の飼い主の遵守事項) 

第 92 条 飼い主は、飼い犬の飼育に当たっては、飼い

犬の本能及び習性等を理解し、しつけを適正な方法で

行うとともに、飼い犬を公共の場所等で運動させる場

合は、ふん害等を防止するため、次に掲げる事項を遵

守しなければならない。 

(1) 綱、鎖等でつなぎ、原則として飼い犬を制御でき

る者が運動を行うこと。 

(2) 飼い犬のふん又は尿を適正に処理するための用具

を携行し、公共の場所等を汚したときは、他人に迷惑

を及ぼさないよう直ちに処理すること。 

(猫の飼い主の遵守事項) 

第 93 条 猫の飼い主は、飼い猫の本能及び習性等を理

解し、しつけを適正な方法で行うとともに、他人に迷

惑をかけないように飼養しなければならない。 

(地域による啓発) 

第 94 条 住民は、前 2 条の規定による遵守事項に違反

している当該飼い主に対し、環境保全等のため、必要

な限度において注意又は助言をすることができる。 

2 前項の規定による注意又は助言を受けた飼い主は、

その内容に配慮し飼い犬及び飼い猫のふん害等の防

止に努めなければならない。 

(指導) 

第 95 条 町長は、飼い主が第92条及び第93条の規定

による遵守事項に違反していると認めたときは、当該

飼い主に対し、必要な措置を指導することができる。 

第9節 生活環境を阻害するその他の行為の規制 

(周辺生活環境への配慮) 

第 96 条 何人も、法令又は県条例に特別の定めがある

もののほか、次に掲げる行為によって周辺の生活環境

を阻害しないよう配慮しなければならない。 

(1) 振動又は騒音を伴う行為 

(2) 悪臭の発生を伴う行為 

(3) 粉じんの飛散を伴う行為 

(4) 物の焼却を伴う行為 

(5) その他周辺の生活環境を阻害すると認められる行

為 

(指導) 

第 97 条 町長は、前条各号に掲げる行為が町民の健康

及び生活環境を阻害するおそれがあると認めたとき

は、当該行為をしている者に対し、必要な指導をする

ことができる。 

第4章 環境保全審議会 

(設置) 

第 98 条 良好な環境の保全及び自然環境の保全並びに

環境基本計画に関する事項について、町長の諮問に応

じ調査、審議するため川島町環境保全審議会(以下「審

議会」という。)を設置する。 

(組織) 

第99条 審議会は、委員15人以内をもって組織し、次

に掲げる者のうちから町長が委嘱又は任命する。 

(1) 関係団体の代表 

(2) 学識経験を有する者 

(3) 公募による町民 

(4) 町の職員 

(任期) 

第100条 委員の任期は2年とし、委員が欠けた場合に

おける補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。

ただし、再任を妨げない。 

(会長及び副会長) 

第101条 審議会に会長及び副会長各1人を置き、委員

の互選によってこれを定める。 

2 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

3 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又

は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

(会議) 

第102条 審議会は、会長が招集し、会長がその議長と
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なる。 

2 審議会は、委員の過半数以上が出席しなければ会議

を開くことができない。 

3 審議会の議事は、出席委員の過半数をもってこれを

決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

(参考意見の聴取等) 

第 103 条 審議会において必要があると認めたときは、

関係人の出席を求め、参考意見又は説明を聴くことが

できる。 

2 審議会において必要があると認めたときは、関係場

所に立入り、調査することができる。 

(庶務) 

第104条 審議会の庶務は、主管課において処理する。 

(委任) 

第 105 条 第 98 条から前条までに定めるもののほか、

審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議会に諮

って定める。 

第5章 雑則 

(協力及び要請) 

第106条 町長は、この条例の施行に関し、良好な環境

のために必要があると認めるときは、関係機関の長、

事業者、関係団体又は関係人に必要な協力を要請する

ことができる。 

(立入検査) 

第107条 町長は、第2章第1節の施行に必要な限度に

おいて、その職員に、第 18 条第 1 項の規定による許

可に係る事業区域に立ち入り、当該埋立事業の状況を

検査させ、又は当該埋立事業の許可事業者及びその従

業者に対し、質問させることができる。 

2 町長は、第3章第4節の施行に必要な限度において、

その職員に、第 72 条の規定による許可に係る自動車

等のたい積保管の場所に立ち入り、当該自動車等のた

い積保管の状況を検査させ、又は当該許可を受けた者

及びその従業者に対し、質問させることができる。 

3 前 2 項の規定により立入検査をする職員は、その身

分を示す証明書を携帯し、関係人に提示しなければな

らない。 

4 第 1 項及び第 2 項の規定による立入検査の権限は、

犯罪捜査のために認められたものと解釈してはなら

ない。 

(公表) 

第 108 条 町長は、正当な理由もなく第 30 条若しくは

第 85 条の規定による原状回復命令等に従わなかった

者又は第 27 条、第 57 条若しくは第 76 条の規定によ

る改善命令に従わなかった者について、その事実を公

表することができる。 

2 町長は、前項の規定により公表するときは、当該公

表に係る関係人に意見を述べる機会を事前に与えな

ければならない。 

(委任) 

第109条 この条例に定めるもののほか、この条例の施

行に関し必要な事項は、規則で定める。 

第6章 罰則 

(罰則) 

第110条 次の各号のいずれかに該当する者は、2年以

下の懲役又は100万円以下の罰金に処する。 

(1) 第 18条第 1項又は第21条第 1項の規定による、

許可を受けずに事業を行った者 

(2) 第 29 条又は第 30 条の規定による命令に違反した

者 

第 111 条 次の各号のいずれかに該当する者は、10 万

円以下の罰金に処する。 

(1) 第 25条又は第31条第1項の規定に違反した者 

(2) 第 45条第1項又は第49条の規定に違反した者 

(3) 第 62 条又は第 85 条の規定による命令に違反した

者 

(4) 第 107 条第 1項又は第2項の規定による検査を拒

み、妨げ若しくは忌避し、又は質問に対して回答せず、

若しくは虚偽の回答をした者 

第 112 条 第 63 条第 3 項の規定に違反した者は、5 万

円以下の罰金に処する。 

第113条 次の各号のいずれかに該当する者は、3万円

以下の罰金に処する。 

(1) 第 43条第3項の規定に違反した者 

(2) 第 67条の規定による命令に違反した者 

(両罰規定) 

第 114 条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、

使用人その他の従業員が、その法人又は人の業務に関

し、第 110 条から前条までの違反行為をしたときは、

行為者を罰するほか、その法人又は人に対して、各本

条の罰金刑を科する。 

附 則 

(施行期日) 

1 この条例は、平成25年4月1日から施行する。 

(川島町公害防止条例等の廃止) 

2 次に掲げる条例は廃止する。 

(1) 川島町公害防止条例(昭和48年川島町条例12号) 

(2) 川島町あき地等の環境保全に関する条例(昭和 58

年川島町条例第16号) 

(3) 川島町土砂等による土地の埋立て等の規制に関す

る条例(平成7年川島町条例第18号) 

(4) 川島町空き家等の適正管理に関する条例(平成 23

年川島町条例第6号) 

(経過措置) 

3 この条例の施行の際現に従前の川島町公害防止条例

及びその他の法令の規定に基づいてなされた許可、承

認、指示、決定その他処分又は申請、届出その他の手

続は、この条例の相当規定に基づいてなされた処分又

は手続とみなす。 

4 この条例の施行の際現に自動車等たい積保管をして

いる者又はその承継人は、第 72 条の許可を受けない

でも、この条例の施行の日から 1 年を限り第 72 条の

許可を受けたものとみなす。 
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資料２ 審議会への諮問書 

 

川町第  ５３９  号 

平成２５年１０月８日 

 

川島町環境保全審議会会長 様 

 

 

川島町長 高 田 康 男 

 

 

川島町環境基本計画の策定について(諮問) 

 

川島町環境保全条例（平成２５年条例第１７号）第９８条の規定に基づき、川島町環

境基本計画の策定にあたって貴審議会の意見を求めます。 

 

 (諮問理由)  

当町では平成２５年３月に、環境基本条例を制定いたしました。この条例の目的は、

住民が、健康で文化的な生活を営むため、生活環境や自然環境の適正な保全について基

本理念を定め、町、町民及び事業者それぞれの責務を明らかにするとともに、環境の保

全に関する施策の基本的な事項その他の必要な事項を定めることにより、その施策の総

合的かつ計画的な推進を図り、もって良好な環境を将来にわたって確保することとして

います。 

そこで、この条例の基本理念に基づき、環境の保全に関する施策を総合的かつ計画的

に推進するための計画を策定し、持続可能な循環型社会の構築、地域の環境はもとより

地球環境にも配慮した取組みを進めなくてはなりません。  

そこで、当計画の策定について、貴審議会の意見を求めるものです。 
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資料３ 審議会からの答申書 

 

平成２７年２月５日 

 

川島町長 飯 島 和 夫 様 

 

 

川島町環境保全審議会 

会 長 後 藤 真 太 郎 

 

 

川島町環境基本計画の策定について（答申） 

 

平成２５年１０月８日付け川町第５３９号で諮問のありました「川島町環境基本計画

の策定」につきまして、本審議会では、その素案づくりから検討を始め、「川島町ごみ処

理基本計画｣の見直しと合わせて、慎重に審議を重ねた結果、このほど、別添の「輪中の

郷 環境総合計画～美しい景観・自然との共生 今、私たちにできること《環境基本計画・

一般廃棄物処理基本計画》」（案）をとりまとめましたので答申いたします。 

なお、計画の推進にあたりましては、次の事項に十分留意していただきますようお願

いいたします。 

 

１ 望ましい環境像の実現に向け、町、町民及び事業者と更なる連携・協働を図り、環

境の保全及び創造に関する取組を効率的に実施すること。 

２ 社会情勢や環境の変化を的確に捉え、新たに生じる課題にも迅速に施策を展開し対

応すること。 

３ 計画期間が１５年にわたることから、計画の進捗と評価を的確に行うとともに、関

連する諸計画との連携を図りながら、必要に応じて適切な見直しをすること。 
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資料４ 計画策定に係る検討経過 

 

１．審議会の設置 

川島町環境保全条例に基づき、環境基本計画を作成するにあたり、町民の意見が反映されるよう、

情報公開と住民参加による開かれた検討を行うことを目的として、「川島町環境保全審議会」を設

置しました。また、今回は環境基本計画とともに一般廃棄物処理基本計画も作成することとしたた

め、「廃棄物減量等推進審議会」を併せて設置しました。 

関係団体の代表や学識経験を有するかたなど、各方面の代表者で構成される川島町環境保全審議

会及び廃棄物減量等推進審議会（以下「審議会」と呼びます。）においては、事務局が作成したア

ンケート調査、計画案や各種の資料について、多角的な視点から検討し、川島町におけるより良い

環境の保全と創造を推進するための審議を行いました。 

 

２．審議会での検討経緯 

川島町環境保全審議会・川島町廃棄物減量等審議会 

平成２５年度 

第１回 

開 催 日 平成25年 10月 8日 

開催場所 川島町役場 第２庁舎 第１会議室 

出 席 者 委員13名、副町長、事務局５名 

議  題 (1) 環境基本計画について 

(2) ごみ処理基本計画について 

(3) 環境基本調査・住民意識調査実施要領（案）について 

(4) 今後のスケジュールについて 

検討内容 委員の委嘱があり、続いて諮問を受けました。その後計画策定の基礎資料とするため、

環境基本調査・アンケート調査の内容について審議しました。 

第２回 

開 催 日 平成25年 11月 21日 

開催場所 川島町役場 第２庁舎 第１会議室 

出 席 者 委員12名、事務局4名 

議  題 (1) アンケート調査について 

(2) 環境基本調査について 

(3) その他 

検討内容 環境に関するアンケート調査の項目や内容について審議し、アンケートを校正しました。 

第３回 

開 催 日 平成26年 3月 11日 

開催場所 川島町保健センター 研修室 

出 席 者 委員14名、事務局4名 

議  題 (1) 現況調査及び住民アンケート集計結果について 

(2) その他 

検討内容 川島町環境基本調査報告書説明し、内容について審議しました。 
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平成２６年度 

第１回 

開 催 日 平成26年７月30日 

開催場所 川島町役場 第２庁舎 第１会議室 

出 席 者 委員12名、副町長、事務局5名、コンサルタント1名 

議  題 (1) 環境基本調査報告について 

(2) 川島町環境基本計画について 

(3) その他 

検討内容 変更となった２名の委員へ委嘱があり、その後 25 年度に実施した環境基本調査のまと

め、環境基本計画を策定するにあたっての基本的事項（目的と背景、計画の位置付け等）

を審議しました。 

第２回 

開 催 日 平成26年 10月 3日 

開催場所 川島町役場 第２庁舎 第１会議室 

出 席 者 委員10名、事務局６名、コンサルタント１名 

議  題 (1) 環境基本計画について 

(2) 一般廃棄物処理基本計画について 

(3) その他 

検討内容 各計画について、「計画骨子案」として大まかな構成、現状と課題などを審議しました。 

第３回 

開 催 日 平成26年 11月 25日 

開催場所 川島町保健センター 商工会会議室 

出 席 者 委員９名、事務局４名、コンサルタント１名 

議  題 (1) 環境基本計画について 

(2) 一般廃棄物処理基本計画について 

(3) その他 

検討内容 各計画について、目標と取り組みなどを審議しました。審議会で検討した結果のものを

「計画素案」として12月から翌１月にかけてパブリックコメントを行いました。 

第４回 

開 催 日 平成27年２月５日 

開催場所 川島町役場 第２庁舎 第１会議室 

出 席 者 委員１０名、事務局６名、コンサルタント１名 

議  題 (1)「輪中の郷 環境総合計画」について 

(2)その他 

検討内容 委員から意見を受けて再度検討・整理したものを「計画 終案」として審議し、審議会

の答申としました。同日、町長へ計画案の答申を行いました。 
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３．審議会での検討結果（環境総合計画の内容） 

平成25年度（第１回～第３回）及び平成26年度の審議会（第１回～第４回）で検討した結果に

基づき、環境基本計画と一般廃棄物処理基本計画の内容を合わせた「輪中の郷 環境総合計画」（案）

を策定しました。 

「輪中の郷 環境総合計画」（案）は、平成 27 年度（2015 年度）から平成 41 年度（2029 年度）

までの15年間を計画期間としています。 

 

(1) 環境基本計画 

環境基本計画は、望ましい環境像を「美しい景観・自然との共生 快適で活力ある かわじま」

と定め、町、町民及び事業者が一体となって環境の保全に関する施策を総合的かつ計画的に推進す

ることにより、町域において現在及び将来における安全で健康かつ快適な環境を保全・創造するこ

とを目指すものです。 

環境基本計画の対象とする地域は原則として川島町全域、対象とする環境は自然環境、生活環境、

快適環境、環境保全活動の４分野とします。 

環境基本計画の構成は次のとおりです。 

 

第１章 計画の基本的事項 

計画策定の目的と背景、計画の位置づけ、計画の対象などを示しました。 

第２章 地域の概要 

環境のバックグラウンドとなる事項として、人口・世帯数の動向、産業の動向、土地利用の

動向、上位計画である総合振興計画に示された町の将来像などを示しました。 

第３章 環境の現状と課題 

対象とする環境（自然環境、生活環境、快適環境、環境保全活動の４分野）について、より

細かな環境項目毎に現状を把握・整理し、現時点での課題を示しました。 

第４章 望ましい環境像 

将来の目標としての望ましい環境像を定め、望ましい環境像を実現するための基本方針と、

町が取り組む施策の体系を示しました。 

第５章 環境保全の目標 

対象とする環境（自然環境、生活環境、快適環境、環境保全活動の４分野）について、より

細かな環境項目毎に目標を設定し、目標を実現するために町が行う施策、町民や事業者に行

って頂きたい取り組みなどを示しました。 

 

(2) 一般廃棄物処理基本計画 

一般廃棄物処理基本計画は、廃棄物の減量化と適正処理に関する各種の取り組みを推進すること

を通して、町域における安全で快適な生活環境の確保を目指すものです。 

計画の対象となる一般廃棄物は、『ごみ』と『し尿』です。 

一般廃棄物処理基本計画は、ごみ処理に関する「ごみ処理基本計画」とし尿などの生活排水処理

に関する「生活排水処理基本計画」で構成されます。 

一般廃棄物処理基本計画の構成は次のとおりです。 
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第１章 計画の基本的事項 

計画策定の目的と背景、計画の位置づけ、計画の対象、廃棄物・リサイクル関連の動向など

を示しました。 

第２章 ごみ処理基本計画 

ごみ処理の現状を報告し、現時点での課題を示しました。この課題を受けて、将来の目標を

定め、目標を達成するための基本理念と基本方針、町が行う施策、町民や事業者に行って頂

きたい取り組みなどを示しました。 

第３章 生活排水処理基本計画 

生活排水処理の現状を報告し、現時点での課題を示しました。この課題を受けて、将来の目

標を定め、目標を達成するための基本理念と基本方針、町が行う施策、町民や事業者に行っ

て頂きたい取り組みなどを示しました。 

 

(3) 計画の推進 

「輪中の郷 環境総合計画」を実行し、豊かな自然環境と安全・快適な生活環境を未来に伝える

ためには、町による施策の実行だけでなく、町、町民、事業者が互いに連携・協力し、それぞれの

役割と責任を自覚した上で、環境保全に配慮した取り組みを進めていくことが必要です。 

このため、全庁的な取り組み体制を整備し、環境に関する情報公開に努めるとともに、町民や事

業者との意見聴取、協議の場などを設けることにより、町、町民及び事業者の連携・協力体制づく

りを進めます。 

「輪中の郷 環境総合計画」については、進捗状況を定期的に点検・評価することにより、本町

の環境の継続的な改善を図るものとします。 

計画は概ね５年毎に見直しを行うこととします。また、本町を取り巻く社会経済情勢、環境の変

化や計画の進捗状況により、見直しの必要性が生じた場合には、適宜柔軟に対応するものとします。 
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資料５ 審議会委員名簿 

 

区       分 氏  名 備  考 

関係団体の代表 

３名 

１ 

平成25 年度川島町区長会長 伊藤 禎章 
平成26年 

3月 31日まで 

平成26 年度川島町区長会長 森谷 清治 
平成26年 

7月 30日から 

２ 
メタルリサイクル㈱  

メタル事業部課長 
高橋 修 

 

３ 
㈱松屋フーズ川島生産物流センター

環境事業推進室長 
安藤 吉信 

 

学識経験を有する者 

５名 

４ 立正大学地球環境科学部教授 後藤 真太郎 
 

５ 東松山環境管理事務所長 新村 三枝子 
 

６ 埼玉県地球温暖化防止推進委員 奥井 義昭 
 

７ 
ＮＰＯ法人 

川島ネイチャークラブ代表理事 
大森 秋郎 

 

８ 川島町立小見野小学校教頭 

小池 裕子 
平成26年 

3月 31日まで 

野本 章 
平成26年 

7月 30日から 

公募による町民 

４名 

９ 公募委員 関口 清吉 
 

10 公募委員 大場 幹久 
 

11 公募委員 猪鼻 静 
 

12 公募委員 森近 由紀 
 

町の職員 

２名 

13 農政産業課長 片岡 信行 
 

14 教育総務課長 渡辺 英夫 
 

合計 14 名 
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資料６ ごみ・生活排水の将来予測方法 

 

１．ごみ排出量、処理・処分量の予測方法 

 

１－１．ごみ総排出量の予測方法 

ごみ発生量は、生活系ごみと事業系ごみ、集団回収量に区分して予測しました。 

 

(1) 生活系ごみ 

生活系ごみの排出量は、「原単位法」を使用して将来予測しました。 

「原単位法」とは、町民１人１日当たりの生活系ごみ排出量（これを「原単位」といいます。）

に将来人口と年間日数を乗ずることにより排出量を求める方法です。 

 

生活系ごみの排出量 ＝ 
町民１人１日当たりの 

生活系ごみ排出量（原単位）
× 将来人口 × 年間日数 

 
 

将来の町民１人１日当たりの生活系ごみ排出量は、

過年度の実績値（生活系ごみ排出量と人口、年間日数

から算出）よりトレンド予測を行いました。トレンド

予測とは、過年度の実績値に回帰式を当てはめ、実績

値の延長線上に将来値を設定する方法です。 

将来人口は、政策推進課の推計人口を採用しました

（計画の24ページ参照）。 

 

 

(2) 事業系ごみ、集団回収量 

事業系ごみと集団回収量は、町の全人口を対象とするものではないことから、原単位法を用いて

将来予測することは不適切と判断し、全量について過年度の実績よりトレンド予測を行いました。 

 

(3) ごみ別の排出量（可燃ごみ、不燃ごみ等、粗大ごみ、資源ごみ） 

生活系ごみと事業系ごみの排出量は、 新年次（平成 25 年度）のごみ排出量の実績より、ごみ

別の排出量（可燃ごみ、不燃ごみ等、粗大ごみ、資源ごみ）を設定しました。 

 

 

１－２．処理・処分量の予測方法 

将来の処理・処分量は、ごみ別の排出量の予測結果と 新年次（平成 25 年度）のごみ処理・処

分の実績より、破砕処理量、焼却処理量、資源化量、 終処分量について推計しました。 
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図 1-1 ごみ排出量、処理・処分量の予測フロー 
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１－３．ごみ減量実施・資源化推進時の条件設定 

ごみ減量実施・資源化推進時のごみ排出量、処理・処分量は、前述の１－１・１－２に基づく現

状推移時の予測結果を基本として、ごみ減量施策・資源化施策の影響を考慮して検討しました。 

ごみ減量実施時・資源化推進時のごみ排出量の条件を以下に示します。 

 

表 1-1 減量実施時のごみ排出量の条件 

ご み 減量実施時の条件 

①生活系ごみ １人１日当たり排出量を目標年度（平成41年度）に641g/人･日まで減量。 

（平成27～40年度は按分により設定） 

→県の目標が642g/人･日であるため、それよりも少ない量まで減量させます。

②事業系ごみ 目標年度（平成41年度）の排出量を現状（平成25年度）の35％増加の水準に
抑制。（平成27～40年度は按分により設定） 

→現状推移時の場合、目標年度（平成41年度）の排出量は現状（平成25年度）
の49％増加となりますので、それよりも減量させます。 

 

表 1-2 資源化推進時のごみ別排出量の条件 

ご み 資源化推進時の条件 

①生活系
ごみ 

資源ごみ 現状（平成25年度）では生活系ごみの22.3％が資源ごみであり、分別
徹底により、紙類などが可燃ごみから資源ごみに移動すると設定。 

→平成31年度以降は生活系ごみの25％が資源ごみとします。 

（平成27～30年度は按分により設定） 

可燃ごみ 資源ごみに移動した分だけ減量すると設定。 

不燃ごみ等、 

粗大ごみ 

資源化推進（分別徹底）による影響なしと設定。 

②事業系
ごみ 

資源ごみ 現状（平成 25 年度）では事業系ごみの 3.6％が資源ごみであり、分別
徹底により、紙類などが可燃ごみから資源ごみに移動すると設定。 

→平成31年度以降は事業系ごみの10％が資源ごみとします。 

（平成27～30年度は按分により設定） 

可燃ごみ 資源ごみに移動した分だけ減量すると設定。 

不燃ごみ等、 

粗大ごみ 

資源化推進（分別徹底）による影響なしと設定。 

注．分別徹底による資源ごみの増加分は、「直接資源化量」に反映されると設定。 

 

減量実施時の条件を満たすことにより、ごみ処理基本計画で掲げたごみ減量に係る目標（計画の

121ページ参照）を達成します。 

ごみ減量に係る目標を達成した場合、処理・処分に係る目標のうち、 終処分量の目標（計画の

122ページ参照）も達成します。 

また、減量実施時の条件と資源化推進時の条件の両方を満たすことにより、処理・処分に係る目

標のうち、リサイクル率の目標（計画の122ページ参照）も達成します。 
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２．生活排水処理量の予測方法 

将来の生活排水処理形態別人口を設定し、し尿・浄化槽汚泥を排出する人口に１人１日当たりの

し尿・浄化槽汚泥排出量（原単位）と年間日数を乗ずることで、将来のし尿・浄化槽汚泥量を算出

しました。 

 

表 2-1 将来の生活排水処理形態別人口の設定方法 

項  目 記号 設定方法 

町の将来人口 A ごみ処理量の将来予測で設定した人口を採用 

 公共下水道人口 A1 過年度の実績値よりトレンド予測 

合併処理浄化槽人口 A2 ＝A－(A1＋A3＋A4) 

単独処理浄化槽人口 A3 過年度の実績値よりトレンド予測 

し尿収集人口 A4 過年度の実績値よりトレンド予測 

 

表 2-2 将来の原単位の設定方法 

項  目 記号 設定方法 

し尿の原単位 B1 
直近年度（平成25年度）の実績値と同値と設定 

浄化槽汚泥の原単位 B2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 生活排水処理量の予測フロー 
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《 参考．トレンド予測の方法について 》 

 

以下の項目の将来値を設定する場合には、過年度の実績値に回帰式（①１次式、②対数式、③指

数式、④累乗式）を当てはめ、 も適切と判断された回帰式より、それぞれの将来年度における予

測値を設定することを基本としました。 

 

【ごみ排出量】 

・生活系ごみ原単位 

・事業系ごみ排出量 

・集団回収量 

 

【生活排水処理形態別人口】 

・公共下水道人口 

・単独処理浄化槽人口 

・し尿収集人口 

 

回帰式の選定に際しては以下の点を考慮しました。 

・極端なデータに引っ張られないこと（極端な増加傾向、又は減少傾向を示さないこと） 

・回帰式の当てはまりが良いこと（決定係数（Ｒ２）が大きな値を示すこと） 

※各回帰式の決定係数に余り差がない場合には、決定係数の大小は考慮に際して優先していません。 

 

【回帰式の説明】 

 

①１次式  

伸び率が将来も継続すると仮定したモデル 
 

②対数式  

伸び率が徐々に減少すると仮定したモデル 
 

③指数式  

伸び率が徐々に増加すると仮定したモデル 
 

④累乗式  

伸び率が比較的緩やかで極端な変化をしないと仮定したモデル 
 

※ x：予測年度（平成 x年度）、 

y ：平成 x年度の推計値、 

a ･b ：定数 
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【ごみ排出量】 
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【生活排水処理形態別人口】 

H25 実績は特異値と 
みなして除外して検討。
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単位

10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41

年間日数 日 365 366 365 365 365 366 365 365 365 366 365 365 365 366 365 365 365 366 365 365 365 366 365 365 365 366 365 365 365 366 365 365

人口 人 23,709 23,685 23,732 23,575 23,498 23,413 23,400 23,213 23,035 22,915 22,701 22,567 22,394 22,141 21,847 21,547 21,210 20,940 20,816 20,537 20,168 19,911 19,682 19,345 19,010 18,711 18,346 17,999 17,592 17,156 16,722 16,310

ごみ総排出量 ｔ/年 7,756 7,911 8,601 8,634 8,289 8,826 8,239 8,411 8,325 8,429 8,442 8,314 8,420 8,780 8,885 8,793 8,795 8,827 8,863 8,871 8,854 8,877 8,876 8,860 8,842 8,845 8,802 8,775 8,731 8,691 8,624 8,575

生活系ごみ ｔ/年 5,599 6,041 6,653 6,678 6,192 6,597 6,015 6,107 5,963 5,838 5,881 5,805 5,652 5,729 5,681 5,630 5,542 5,487 5,439 5,366 5,270 5,217 5,143 5,055 4,968 4,903 4,794 4,704 4,597 4,496 4,370 4,262

可燃ごみ ｔ/年 4,173 4,446 4,470 4,382 4,355 4,357 4,357 4,289 4,246 4,209 4,153 4,078 4,038 3,980 3,912 3,844 3,794 3,710 3,640 3,558 3,479 3,382 3,299

不燃ごみ等 ｔ/年 343 156 0 0 13 12 11 11 11 11 10 10 10 10 10 10 10 9 9 9 9 9 8

粗大ごみ ｔ/年 9 8 10 8 9 10 7 7 7 7 7 7 6 6 6 6 6 6 6 6 6 5 5

資源ごみ ｔ/年 1,313 1,271 1,325 1,262 1,352 1,302 1,255 1,235 1,223 1,212 1,196 1,175 1,163 1,146 1,127 1,107 1,093 1,069 1,048 1,025 1,002 974 950

事業系ごみ ｔ/年 1,163 1,248 1,303 1,254 1,466 1,584 1,584 1,587 1,683 1,926 1,939 1,973 2,178 2,485 2,624 2,578 2,678 2,774 2,867 2,957 3,043 3,127 3,208 3,287 3,363 3,437 3,509 3,579 3,647 3,713 3,778 3,841

可燃ごみ ｔ/年 1,884 1,875 1,889 2,085 2,402 2,552 2,484 2,580 2,673 2,763 2,849 2,932 3,013 3,091 3,167 3,240 3,312 3,381 3,448 3,514 3,578 3,640 3,701

不燃ごみ等 ｔ/年 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

粗大ごみ ｔ/年 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資源ごみ ｔ/年 38 64 84 93 83 72 94 98 101 105 108 111 114 117 120 123 125 128 130 133 135 138 140

集団回収量 ｔ/年 994 622 645 702 631 645 640 717 679 665 622 536 590 566 580 585 575 566 557 548 540 532 525 518 511 505 499 493 487 482 477 471

ごみ総排出量 g/人･日 896 913 993 1,003 966 1,030 965 993 990 1,005 1,019 1,009 1,030 1,083 1,114 1,118 1,136 1,152 1,167 1,183 1,203 1,218 1,236 1,255 1,274 1,292 1,314 1,336 1,360 1,384 1,413 1,440

生活系ごみ g/人･日 647 697 768 776 722 770 704 721 709 696 710 705 691 707 712 716 716 716 716 716 716 716 716 716 716 716 716 716 716 716 716 716

事業系ごみ g/人･日 134 144 150 146 171 185 185 187 200 230 234 240 266 307 329 328 346 362 377 394 413 429 447 465 485 502 524 545 568 591 619 645

集団回収量 g/人･日 115 72 74 82 74 75 75 85 81 79 75 65 72 70 73 74 74 74 73 73 73 73 73 73 74 74 75 75 76 77 78 79

破砕・選別処理量 ｔ/年 227 338 687 611 678 562 670 1,344 930 815 745 637 605 612 608 570 573 569 566 560 552 549 543 536 528 523 514 506 497 489 477 468

処理後量 ｔ/年 227 338 687 611 678 562 670 1,344 930 815 745 637 605 612 608 570 573 569 566 560 552 549 543 536 528 523 514 506 497 489 477 468

処理後資源化量 ｔ/年 76 181 500 411 373 232 358 785 681 539 502 480 468 475 486 460 462 459 457 452 446 443 438 432 426 422 415 409 401 394 385 378

処理後焼却量 ｔ/年 0 0 26 32 134 169 146 186 80 105 89 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

処理後最終処分量 ｔ/年 151 157 161 168 171 161 166 373 169 171 154 157 137 137 122 110 111 110 109 108 107 106 105 103 102 101 99 98 96 94 92 90

焼却処理量 ｔ/年 5,730 6,051 6,196 6,294 6,035 6,639 6,043 5,927 6,031 6,162 6,410 6,359 6,467 6,757 6,909 6,841 6,869 6,919 6,972 7,002 7,011 7,051 7,071 7,079 7,085 7,106 7,091 7,088 7,072 7,057 7,022 6,999

直接焼却量 ｔ/年 5,730 6,051 6,170 6,262 5,901 6,470 5,897 5,741 5,951 6,057 6,321 6,359 6,467 6,757 6,909 6,841 6,869 6,919 6,972 7,002 7,011 7,051 7,071 7,079 7,085 7,106 7,091 7,088 7,072 7,057 7,022 6,999

処理後焼却量 ｔ/年 0 0 26 32 134 169 146 186 80 105 89 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

焼却処理後量 ｔ/年 724 765 671 774 761 854 716 720 748 696 738 734 740 795 854 752 755 761 766 770 771 775 777 778 779 781 779 779 777 776 772 769

処理後資源化量 ｔ/年 0 0 0 149 99 104 134 605 647 696 738 734 740 795 854 752 755 761 766 770 771 775 777 778 779 781 779 779 777 776 772 769

処理後最終処分量 ｔ/年 724 765 671 625 662 750 582 115 101 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

最終処分量 ｔ/年 875 922 832 793 833 911 748 488 270 171 154 157 137 137 122 110 111 110 109 108 107 106 105 103 102 101 99 98 96 94 92 90

焼却残渣最終処分量 ｔ/年 724 765 671 625 662 750 582 115 101 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

選別処理後最終処分量 ｔ/年 151 157 161 168 171 161 166 373 169 171 154 157 137 137 122 110 111 110 109 108 107 106 105 103 102 101 99 98 96 94 92 90

資源化量（項目別） ｔ/年 1,794 1,701 2,244 2,321 2,182 2,130 2,164 2,716 2,772 2,539 2,608 2,522 2,531 2,641 2,723 2,571 2,570 2,558 2,548 2,531 2,507 2,495 2,478 2,456 2,434 2,419 2,391 2,368 2,341 2,315 2,282 2,254

直接資源化量 ｔ/年 0 133 428 434 417 399 450 494 664 639 746 772 733 805 803 774 778 773 768 761 750 745 737 727 717 711 698 688 675 663 648 636

中間処理後資源化量 ｔ/年 800 946 1,171 1,185 1,134 1,086 1,074 1,505 1,429 1,235 1,240 1,214 1,208 1,270 1,340 1,212 1,217 1,220 1,223 1,222 1,216 1,218 1,215 1,210 1,205 1,203 1,194 1,188 1,179 1,170 1,157 1,147

集団回収量 ｔ/年 994 622 645 702 631 645 640 717 679 665 622 536 590 566 580 585 575 566 557 548 540 532 525 518 511 505 499 493 487 482 477 471

資源化量（品目別） ｔ/年 1,794 1,701 2,244 2,321 2,182 2,130 2,164 2,716 2,772 2,539 2,608 2,522 2,531 2,641 2,723 2,571

紙類 ｔ/年 895 721 1,128 1,198 1,160 1,178 1,206 1,336 1,314 1,262 1,133 1,009 1,019 1,039 1,055 1,050

金属類 ｔ/年 605 647 736 542 540 428 356 333 339 72 266 338 338 343 338 322

ガラス類 ｔ/年 255 228 186 204 159 141 133 108 89 125 102 107 96 110 120 109

ペットボトル ｔ/年 11 15 40 49 48 56 78 54 66 68 71 63 74 67 74 69

プラスチック類 ｔ/年 0 0 68 95 95 126 162 182 217 226 218 191 187 197 191 177

布類 ｔ/年 69 70 81 77 87 85 90 80 80 77 90 91 81

セメント原料 ｔ/年 440 469 464 499 473 499 459

その他 ｔ/年 256 269 270 241 322 355 304

リサイクル率 ％ 23.1 21.5 26.1 26.9 26.3 24.1 26.3 32.3 33.3 30.1 30.9 30.3 30.1 30.1 30.6 29.2 29.2 29.0 28.8 28.5 28.3 28.1 27.9 27.7 27.5 27.4 27.2 27.0 26.8 26.6 26.5 26.3

ごみ処理事業経費（総額） 万円 26,002 24,160 47,146 123,299 95,123 22,816 24,714 25,175 25,930 25,841 26,707 26,771 26,923 27,524 29,838 28,574

建設改良費 万円 4,120 5,232 25,465 99,978 71,728 0 0 0 0 195 0 25 0 0 936 0

処理及び維持管理費 万円 17,342 16,191 19,353 20,268 20,630 19,396 19,159 18,641 25,577 25,450 26,542 26,509 26,707 27,251 28,627 28,313

その他 万円 4,540 2,737 2,329 3,053 2,765 3,421 5,555 6,534 353 196 165 236 216 273 276 262

町民１人当たり経費 万円/人 1.10 1.02 1.99 5.23 4.05 0.97 1.06 1.08 1.13 1.13 1.18 1.19 1.20 1.24 1.37 1.33

紙・布類 ％ 55.0 61.0 46.7 41.6 43.3 47.4 54.3 54.1 52.8

ビニール、合成樹脂等 ％ 18.0 17.0 18.8 18.6 19.0 25.3 17.1 17.6 19.3

木・竹・ワラ類 ％ 9.0 1.0 12.6 6.9 4.4 4.4 2.6 6.3 7.6

厨芥類 ％ 14.0 16.0 12.6 22.1 25.5 17.5 15.8 15.6 15.9

不燃物類 ％ 1.0 3.0 3.5 5.1 0.8 1.1 0.8 1.6 1.0

その他 ％ 3.0 2.0 5.8 5.8 7.0 4.4 9.4 4.8 3.4

単位容積重量 kg/㎥ - 246 266 186 229 160 237 209 217.0

水分 ％ 46.0 48.0 49.7 46.9 64.5 44.9 57.5 48.3 55.9

可燃分 ％ 49.0 44.0 44.1 46.0 31.5 47.7 37.8 46.2 39.6

灰分 ％ 5.0 8.0 6.2 7.1 4.0 7.4 4.7 5.5 4.5

低位発熱量（計算値） ｋJ/kg 8,109 7,029 7,060 7,490 4,490 8,760 5,790 7,490 6,050

低位発熱量（実測値） ｋJ/kg 9,853 8,996 8,150 8,200 4,310 7,860 5,680 7,200 6,010
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３．ごみ排出量、処理・処分量の予測結果 

３－１．ごみ排出量、処理・処分量の推移（実績＋推計） ①現状推移時 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【人口の基準日】 

・平成10～25年度（実績）：10月１日現在 

・平成26～41年度（推計）：２月１日現在 

※平成26年度の推計値は平成27年２月１日の人口です（他の年度も同様）。 
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単位

10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41

年間日数 日 365 366 365 365 365 366 365 365 365 366 365 365 365 366 365 365 365 366 365 365 365 366 365 365 365 366 365 365 365 366 365 365

人口 人 23,709 23,685 23,732 23,575 23,498 23,413 23,400 23,213 23,035 22,915 22,701 22,567 22,394 22,141 21,847 21,547 21,210 20,940 20,816 20,537 20,168 19,911 19,682 19,345 19,010 18,711 18,346 17,999 17,592 17,156 16,722 16,310

ごみ総排出量 ｔ/年 7,756 7,911 8,601 8,634 8,289 8,826 8,239 8,411 8,325 8,429 8,442 8,314 8,420 8,780 8,885 8,793 8,795 8,652 8,618 8,561 8,481 8,446 8,392 8,325 8,261 8,219 8,138 8,075 7,999 7,929 7,840 7,768

生活系ごみ ｔ/年 5,599 6,041 6,653 6,678 6,192 6,597 6,015 6,107 5,963 5,838 5,881 5,805 5,652 5,729 5,681 5,630 5,542 5,448 5,363 5,254 5,123 5,035 4,928 4,808 4,690 4,595 4,459 4,342 4,212 4,088 3,943 3,816

可燃ごみ ｔ/年 4,173 4,446 4,470 4,382 4,355 4,357 4,357 4,289 4,178 4,112 3,976 3,877 3,760 3,680 3,591 3,503 3,431 3,330 3,243 3,146 3,053 2,945 2,850

不燃ごみ等 ｔ/年 343 156 0 0 13 12 11 11 11 10 10 10 10 10 9 9 9 9 8 8 8 8 7

粗大ごみ ｔ/年 9 8 10 8 9 10 7 7 7 7 7 6 6 6 6 6 6 6 5 5 5 5 5

資源ごみ ｔ/年 1,313 1,271 1,325 1,262 1,352 1,302 1,255 1,235 1,253 1,234 1,261 1,229 1,259 1,232 1,202 1,173 1,149 1,115 1,086 1,053 1,022 986 954

事業系ごみ ｔ/年 1,163 1,248 1,303 1,254 1,466 1,584 1,584 1,587 1,683 1,926 1,939 1,973 2,178 2,485 2,624 2,578 2,678 2,638 2,698 2,758 2,819 2,879 2,939 2,999 3,059 3,119 3,180 3,240 3,300 3,360 3,420 3,480

可燃ごみ ｔ/年 1,884 1,875 1,889 2,085 2,402 2,552 2,484 2,580 2,506 2,509 2,538 2,565 2,591 2,645 2,699 2,753 2,807 2,862 2,916 2,970 3,024 3,078 3,132

不燃ごみ等 ｔ/年 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

粗大ごみ ｔ/年 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資源ごみ ｔ/年 38 64 84 93 83 72 94 98 132 189 221 254 288 294 300 306 312 318 324 330 336 342 348

集団回収量 ｔ/年 994 622 645 702 631 645 640 717 679 665 622 536 590 566 580 585 575 566 557 548 540 532 525 518 511 505 499 493 487 482 477 471

ごみ総排出量 g/人･日 896 913 993 1,003 966 1,030 965 993 990 1,005 1,019 1,009 1,030 1,083 1,114 1,118 1,136 1,129 1,134 1,142 1,152 1,159 1,168 1,179 1,191 1,200 1,215 1,229 1,246 1,263 1,284 1,305

生活系ごみ g/人･日 647 697 768 776 722 770 704 721 709 696 710 705 691 707 712 716 716 711 706 701 696 691 686 681 676 671 666 661 656 651 646 641

事業系ごみ g/人･日 134 144 150 146 171 185 185 187 200 230 234 240 266 307 329 328 346 344 355 368 383 395 409 425 441 456 475 493 514 535 560 585

集団回収量 g/人･日 115 72 74 82 74 75 75 85 81 79 75 65 72 70 73 74 74 74 73 73 73 73 73 73 74 74 75 75 76 77 78 79

破砕・選別処理量 ｔ/年 227 338 687 611 678 562 670 1,344 930 815 745 637 605 612 608 570 573 563 556 546 535 527 518 507 497 489 477 467 455 444 431 420

処理後量 ｔ/年 227 338 687 611 678 562 670 1,344 930 815 745 637 605 612 608 570 573 563 556 546 535 527 518 507 497 489 477 467 455 444 431 420

処理後資源化量 ｔ/年 76 181 500 411 373 232 358 785 681 539 502 480 468 475 486 460 462 455 449 441 432 426 418 410 401 395 385 376 367 358 348 339

処理後焼却量 ｔ/年 0 0 26 32 134 169 146 186 80 105 89 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

処理後最終処分量 ｔ/年 151 157 161 168 171 161 166 373 169 171 154 157 137 137 122 110 111 109 107 105 103 102 100 98 96 94 92 90 88 86 83 81

焼却処理量 ｔ/年 5,730 6,051 6,196 6,294 6,035 6,639 6,043 5,927 6,031 6,162 6,410 6,359 6,467 6,757 6,909 6,841 6,869 6,684 6,622 6,514 6,442 6,351 6,325 6,290 6,256 6,239 6,192 6,159 6,115 6,077 6,023 5,982

直接焼却量 ｔ/年 5,730 6,051 6,170 6,262 5,901 6,470 5,897 5,741 5,951 6,057 6,321 6,359 6,467 6,757 6,909 6,841 6,869 6,684 6,622 6,514 6,442 6,351 6,325 6,290 6,256 6,239 6,192 6,159 6,115 6,077 6,023 5,982

処理後焼却量 ｔ/年 0 0 26 32 134 169 146 186 80 105 89 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

焼却処理後量 ｔ/年 724 765 671 774 761 854 716 720 748 696 738 734 740 795 854 752 755 735 728 716 708 698 695 691 688 686 681 677 672 668 662 658

処理後資源化量 ｔ/年 0 0 0 149 99 104 134 605 647 696 738 734 740 795 854 752 755 735 728 716 708 698 695 691 688 686 681 677 672 668 662 658

処理後最終処分量 ｔ/年 724 765 671 625 662 750 582 115 101 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

最終処分量 ｔ/年 875 922 832 793 833 911 748 488 270 171 154 157 137 137 122 110 111 109 107 105 103 102 100 98 96 94 92 90 88 86 83 81

焼却残渣最終処分量 ｔ/年 724 765 671 625 662 750 582 115 101 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

選別処理後最終処分量 ｔ/年 151 157 161 168 171 161 166 373 169 171 154 157 137 137 122 110 111 109 107 105 103 102 100 98 96 94 92 90 88 86 83 81

資源化量（項目別） ｔ/年 1,794 1,701 2,244 2,321 2,182 2,130 2,164 2,716 2,772 2,539 2,608 2,522 2,531 2,641 2,723 2,571 2,570 2,594 2,617 2,657 2,645 2,692 2,662 2,629 2,597 2,572 2,535 2,503 2,468 2,435 2,396 2,362

直接資源化量 ｔ/年 0 133 428 434 417 399 450 494 664 639 746 772 733 805 803 774 778 839 884 952 965 1,035 1,024 1,010 996 986 970 957 942 927 909 894

中間処理後資源化量 ｔ/年 800 946 1,171 1,185 1,134 1,086 1,074 1,505 1,429 1,235 1,240 1,214 1,208 1,270 1,340 1,212 1,217 1,189 1,177 1,157 1,140 1,124 1,113 1,101 1,089 1,080 1,065 1,053 1,039 1,026 1,010 996

集団回収量 ｔ/年 994 622 645 702 631 645 640 717 679 665 622 536 590 566 580 585 575 566 557 548 540 532 525 518 511 505 499 493 487 482 477 471

資源化量（品目別） ｔ/年 1,794 1,701 2,244 2,321 2,182 2,130 2,164 2,716 2,772 2,539 2,608 2,522 2,531 2,641 2,723 2,571

紙類 ｔ/年 895 721 1,128 1,198 1,160 1,178 1,206 1,336 1,314 1,262 1,133 1,009 1,019 1,039 1,055 1,050

金属類 ｔ/年 605 647 736 542 540 428 356 333 339 72 266 338 338 343 338 322

ガラス類 ｔ/年 255 228 186 204 159 141 133 108 89 125 102 107 96 110 120 109

ペットボトル ｔ/年 11 15 40 49 48 56 78 54 66 68 71 63 74 67 74 69

プラスチック類 ｔ/年 0 0 68 95 95 126 162 182 217 226 218 191 187 197 191 177

布類 ｔ/年 69 70 81 77 87 85 90 80 80 77 90 91 81

セメント原料 ｔ/年 440 469 464 499 473 499 459

その他 ｔ/年 256 269 270 241 322 355 304

リサイクル率 ％ 23.1 21.5 26.1 26.9 26.3 24.1 26.3 32.3 33.3 30.1 30.9 30.3 30.1 30.1 30.6 29.2 29.2 30.0 30.4 31.0 31.2 31.9 31.7 31.6 31.4 31.3 31.1 31.0 30.9 30.7 30.6 30.4

ごみ処理事業経費（総額） 万円 26,002 24,160 47,146 123,299 95,123 22,816 24,714 25,175 25,930 25,841 26,707 26,771 26,923 27,524 29,838 28,574

建設改良費 万円 4,120 5,232 25,465 99,978 71,728 0 0 0 0 195 0 25 0 0 936 0

処理及び維持管理費 万円 17,342 16,191 19,353 20,268 20,630 19,396 19,159 18,641 25,577 25,450 26,542 26,509 26,707 27,251 28,627 28,313

その他 万円 4,540 2,737 2,329 3,053 2,765 3,421 5,555 6,534 353 196 165 236 216 273 276 262

町民１人当たり経費 万円/人 1.10 1.02 1.99 5.23 4.05 0.97 1.06 1.08 1.13 1.13 1.18 1.19 1.20 1.24 1.37 1.33

紙・布類 ％ 55.0 61.0 46.7 41.6 43.3 47.4 54.3 54.1 52.8

ビニール、合成樹脂等 ％ 18.0 17.0 18.8 18.6 19.0 25.3 17.1 17.6 19.3

木・竹・ワラ類 ％ 9.0 1.0 12.6 6.9 4.4 4.4 2.6 6.3 7.6

厨芥類 ％ 14.0 16.0 12.6 22.1 25.5 17.5 15.8 15.6 15.9

不燃物類 ％ 1.0 3.0 3.5 5.1 0.8 1.1 0.8 1.6 1.0

その他 ％ 3.0 2.0 5.8 5.8 7.0 4.4 9.4 4.8 3.4

単位容積重量 kg/㎥ - 246 266 186 229 160 237 209 217.0

水分 ％ 46.0 48.0 49.7 46.9 64.5 44.9 57.5 48.3 55.9

可燃分 ％ 49.0 44.0 44.1 46.0 31.5 47.7 37.8 46.2 39.6

灰分 ％ 5.0 8.0 6.2 7.1 4.0 7.4 4.7 5.5 4.5

低位発熱量（計算値） ｋJ/kg 8,109 7,029 7,060 7,490 4,490 8,760 5,790 7,490 6,050

低位発熱量（実測値） ｋJ/kg 9,853 8,996 8,150 8,200 4,310 7,860 5,680 7,200 6,010

原
単
位

平成　　年度 平成　　年度

項　　　　　　目 実績 推計
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３－２．ごみ排出量、処理・処分量の推移（実績＋推計） ②ごみ減量実施・資源化推進時 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【人口の基準日】 

・平成10～25年度（実績）：10月１日現在 

・平成26～41年度（推計）：２月１日現在 

※平成26年度の推計値は平成27年２月１日の人口です（他の年度も同様）。 
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単位

10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41

年間日数 日 365 366 365 365 365 366 365 365 365 366 365 365 365 366 365 365 365 366 365 365 365 366 365 365 365 366 365 365 365 366 365 365

人口（住民基本台帳人口） 人 23,709 23,685 23,732 23,575 23,498 23,413 23,400 23,213 23,035 22,915 22,701 22,567 22,394 22,141 21,847 21,547 21,210 20,940 20,816 20,537 20,168 19,911 19,682 19,345 19,010 18,711 18,346 17,999 17,592 17,156 16,722 16,310

人口（計画処理人口） 人 23,290 23,265 23,322 23,459 23,377 23,291 23,270 23,057 22,855 22,700 22,474 22,310 22,149 21,920 21,847 21,547 21,210 20,940 20,816 20,537 20,168 19,911 19,682 19,345 19,010 18,711 18,346 17,999 17,592 17,156 16,722 16,310

計画処理区域内人口（a） 人 23,290 23,265 23,322 23,459 23,377 23,291 23,270 23,057 22,855 22,700 22,474 22,310 22,149 21,920 21,847 21,547 21,210 20,940 20,816 20,537 20,168 19,911 19,682 19,345 19,010 18,711 18,346 17,999 17,592 17,156 16,722 16,310

人 13,622 14,041 14,692 14,123 15,064 15,946 16,046 16,038 16,903 19,252 19,347 18,699 18,866 20,130 20,017 19,826 20,066 19,965 19,982 19,823 19,555 19,385 19,231 18,958 18,679 18,429 18,106 17,797 17,423 17,016 16,609 16,220

公共下水道人口 人 8,133 8,433 8,916 9,558 10,028 10,492 10,492 10,389 10,969 10,561 10,826 10,486 10,369 10,267 10,550 10,549 10,537 10,525 10,513 10,502 10,492 10,482 10,472 10,462 10,453 10,444 10,435 10,426 10,418 10,410 10,402 10,395

農業集落排水人口 人 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合併処理浄化槽人口 人 5,489 5,608 5,776 4,565 5,036 5,454 5,554 5,649 5,934 8,691 8,521 8,213 8,497 9,863 9,467 9,277 9,529 9,440 9,469 9,320 9,063 8,903 8,759 8,496 8,226 7,985 7,671 7,370 7,005 6,606 6,206 5,825

人 7,759 7,784 7,760 8,478 7,555 6,802 6,691 6,540 5,526 3,112 2,917 3,322 2,872 1,436 1,628 1,162 974 818 688 580 488 411 345 288 239 197 160 128 101 76 54 35

単独処理浄化槽人口 人 7,759 7,784 7,760 8,478 7,555 6,802 6,691 6,540 5,526 3,112 2,917 3,322 2,872 1,436 1,628 1,162 974 818 688 580 488 411 345 288 239 197 160 128 101 76 54 35

人 1,909 1,440 870 858 758 543 533 479 426 336 210 289 411 354 202 559 171 157 145 134 124 115 107 99 92 85 79 74 68 63 59 55

し尿収集人口 人 1,863 1,394 847 858 758 543 533 479 426 336 210 289 411 354 202 559 171 157 145 134 124 115 107 99 92 85 79 74 68 63 59 55

自家処理人口 人 46 46 23 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

生活排水処理率（b/a） ％ 58.5 60.4 63.0 60.2 64.4 68.5 69.0 69.6 74.0 84.8 86.1 83.8 85.2 91.8 91.6 92.0 94.6 95.3 96.0 96.5 97.0 97.4 97.7 98.0 98.3 98.5 98.7 98.9 99.0 99.2 99.3 99.4

㎘/年 6,518 6,727 6,901 5,585 5,616 5,838 5,794 5,748 5,373 5,573 5,795 5,524 5,542 5,418 5,629 5,457 5,255 5,141 5,070 4,937 4,761 4,651 4,530 4,369 4,208 4,076 3,890 3,723 3,527 3,325 3,107 2,908

し尿 ㎘/年 1,042 1,024 2,107 800 791 633 610 638 658 604 552 432 449 364 302 336 103 95 87 81 75 69 64 60 55 51 48 44 41 38 35 33

浄化槽汚泥 ㎘/年 5,476 5,703 4,794 4,785 4,825 5,205 5,184 5,110 4,715 4,969 5,243 5,092 5,093 5,054 5,327 5,121 5,152 5,046 4,983 4,857 4,686 4,582 4,466 4,309 4,153 4,025 3,842 3,679 3,486 3,287 3,071 2,875

㎘/日 17.9 18.4 18.9 15.3 15.4 16.0 15.9 15.7 14.7 15.2 15.9 15.1 15.2 14.8 15.4 15.0 14.4 14.0 13.9 13.5 13.0 12.7 12.4 12.0 11.5 11.1 10.7 10.2 9.7 9.1 8.5 8.0

し尿 ㎘/日 2.9 2.8 5.8 2.2 2.2 1.7 1.7 1.7 1.8 1.7 1.5 1.2 1.2 1.0 0.8 0.9 0.3 0.3 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1

浄化槽汚泥 ㎘/日 15.0 15.6 13.1 13.1 13.2 14.2 14.2 14.0 12.9 13.6 14.4 14.0 14.0 13.8 14.6 14.0 14.1 13.8 13.7 13.3 12.8 12.5 12.2 11.8 11.4 11.0 10.5 10.1 9.5 9.0 8.4 7.9

ℓ/人･日 2.7 3.2 7.8 3.6 3.9 4.3 4.3 4.8 5.4 6.1 8.5 5.3 4.2 4.0 5.4 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0

し尿 ℓ/人･日 1.5 2.0 6.8 2.6 2.9 3.2 3.1 3.6 4.2 4.9 7.2 4.1 3.0 2.8 4.1 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6

浄化槽汚泥 ℓ/人･日 1.1 1.2 1.0 1.0 1.0 1.2 1.2 1.1 1.1 1.2 1.3 1.2 1.2 1.2 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3

注．浄化槽汚泥は、合併処理浄化槽汚泥、単独処理浄化槽汚泥より成ります。

し尿処理事業経費（総額） 万円 7,531 8,637 7,733 7,006 9,279 8,615 7,603 8,041 8,436 8,478 9,348 8,823 10,942 9,335 7,480 7,281

建設改良費 万円 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

処理及び維持管理費 万円 6,341 6,712 7,050 6,323 8,596 8,215 7,203 7,641 8,036 8,278 9,175 8,823 7,694 9,164 7,290 6,872

その他 万円 1,190 1,925 684 684 684 400 400 400 400 200 173 0 3,248 171 190 409

町民１人当たり経費 万円/人 0.32 0.37 0.33 0.30 0.40 0.37 0.33 0.35 0.37 0.37 0.42 0.40 0.49 0.43 0.34 0.34

経
費

水洗化・生活雑排水処理人
口（b）

水洗化・生活雑排水未処理
人口

非水洗化人口

し尿・浄化槽汚泥年間処理量

し尿・浄化槽汚泥１日平均処理
量

し尿・浄化槽汚泥１人１日平均
処理量

し
尿
・
汚
泥
搬
入
量

処
理
形
態
別
人
口

項　　　　　目

平成　　年度 平成　　年度

実績 推計

４．生活排水処理量の予測結果 

４－１．生活排水処理形態別人口、し尿・汚泥搬入量の推移（実績＋推計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【人口の基準日】 

・平成10～25年度（実績）：10月１日現在 

・平成26～41年度（推計）：２月１日現在 

※平成26年度の推計値は平成27年２月１日の人口です（他の年度も同様）。 
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資料７ 用語解説 

 

【あ行】 

 

アダプトシステム 

アダプトとは「養子縁組」という意味であり、市民グ

ループや企業などのボランティアが「里親」として、道

路、公園等の公共施設の一定区画を自らの養子とみなし、

定期的に清掃・美化などを行うシステムのことをいう。 

 

一般廃棄物  

産業廃棄物以外の廃棄物のことで、一般廃棄物は「ご

み」と「し尿」に分類される。また、「ごみ」は商店、

オフィス、レストラン等の事業活動によって生じた「事

業系ごみ」と一般家庭の日常生活に伴って生じた「家庭

系ごみ」に分類される。 

 

ウォームビズ  

暖房時のオフィスの室温を 18℃にした場合でも、ち

ょっとした工夫により暖かく効率的に格好良く働くこ

とができる秋冬の新しいビジネススタイルの愛称。重ね

着をする、温かい食事を摂る、などがその工夫例。 

 

エコアクション21  

中小企業等においても容易に環境配慮の取組を進め

ることができるよう、環境マネジメントシステム、環境

パフォーマンス評価及び環境報告をひとつに統合した

環境配慮のツール。幅広い事業者に対して環境への取組

を効果的・効率的に行うシステムを構築するための方法

を提供している。  

 

エコマーク 

様々な商品の中で、生産から廃棄にわたるライフサイ

クル全体を通して環境への負荷が少なく、環境保全に役

立つと認められた商品に付けられる環境ラベルのこと。 

 

温室効果ガス 

二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素、フロンなど、熱

を吸収、再放射する性質を持つ気体。大気中の量が増加

することにより、地球全体の気温が次第に高くなってき

ていることが確認されている。 

 

【か行】 

 

開発行為 

建築物等を建築するため、造成工事、土地の区画の分

割・統合、農地から宅地への地目の変更など土地の区画

形質の変更を行うこと。 

 

外来種 （外来生物） 

国外や国内の他地域から人為的に導入されることに

より、本来の分布域を越えて生息又は生育することとな

る生物種。自然状態では生じ得なかった影響を人為的に

もたらすものとして問題となっている。 

 

化石燃料 

地殻中に埋蔵され、燃料として使用される天然資源の

こと。一般には石炭、石油、天然ガスを指す。 

 

合併処理浄化槽 

生活排水のうち、し尿（トイレ汚水）と生活雑排水（台

所や風呂、洗濯等からの排水）を併せて処理することが

できる浄化槽をいう。 

 

環境基準 

人の健康を保護し、生活環境を保全する上で維持され

ることが望ましい基準として政府が定める行政目標。

「環境基本法」に基づき、大気汚染、水質汚濁、土壌汚

染、騒音について定められている。 

 

環境マネジメント  

事業者が自主的に環境保全に関する取組を進めるに

当たり、環境に関する方針や目標等を自ら設定し、これ

らの達成に向けて取り組んでいくこと。環境保全に関す

る方針の構成員への周知、方針に沿った目標の設定と目

標達成のための計画の作成、実行のための体制整備、実

行状況の監査と見直しの繰り返しにより取組が推進さ

れる。 

 

間伐材 

育成段階にある森林において、樹木の混み具合に応じ

て樹木の一部を伐採（間引き）し、残存木の成長を促進

する作業を間伐といい、この作業により生産された丸太

を間伐材という。 

 

京都議定書  

1997年12月に京都で開催された気候変動枠組条約第

３回締約国会議（COP3）において採択された議定書。先

進各国の温室効果ガスの排出量について法的拘束力の

ある数値目標が決定された。2005年 2月に発効。 

 

グリーン購入  

製品やサービスを購入する際に、環境負荷の少ない商

品やサービスを優先して購入すること。省エネを意識し

た家電製品、低公害車、再生品、詰め替え品などの環境

配慮型の製品が該当する。 

 

クールビズ  

冷房時のオフィスの室温を 28℃にした場合でも、涼

しく効率的に格好良く働くことができる夏の新しいビ

ジネススタイルの愛称。ノーネクタイ・ノー上着スタイ

ルが代表。  
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光化学オキシダント  

大気中の窒素酸化物、炭化水素などが強い紫外線によ

り光化学反応を起こして生成されるオゾン、パーオキシ

アセチルナイトレートなどの強酸化性物質の総称で、い

わゆる光化学スモッグの原因となっている物質。強い刺

激性を有し、大気濃度が 0.12ppm 以上になると粘膜を

刺激し、目、鼻、のどを痛めることがある。 

 

公共下水道 

地方公共団体が管理する下水道で、生活や事業活動に

起因した排水、または雨水を処理する施設。終末処理場

を有するものと流域下水道に接続するものとがある。 

 

【さ行】 

 

自然エネルギー 

非枯渇性のエネルギーのことであり、化石燃料のよう

に枯渇の心配がないことから「再生可能エネルギー」と

もいわれる。水力、風力、太陽光、太陽熱、バイオマス

などがある。 

 

自然共生社会  

生物多様性が適切に保たれ、自然の恵みを将来にわた

って享受できる社会として提示された概念。 

 

循環型社会  

大量生産・大量消費・大量廃棄型の社会に代わるもの

として提示された概念。循環型社会基本法では、「天然

資源の消費が抑制され、環境への負荷ができる限り低減

された社会」としている。 

 

新エネルギー  

技術的に実用化段階に達しつつあるが、経済性の面で

の制約から普及が十分でないもので、石油代替エネルギ

ーの導入を図るために特に必要なもの。具体的には、太

陽光発電、風力発電、バイオマス発電、太陽熱利用等が

該当する。  

 

生態系 

ある一定地域内で生息・生育している生物群集と、そ

れをとりまく無機的環境要因（光、温度、水、土壌など）

を、相互に密接な関係を持つ一つのまとまりとしてとら

えたもの。 

 

生物多様性 

生物の多様さとその生息環境の多様さのことで、生態

系は多様な生物が生息するほど健全であり、安定してい

ると言える。生物多様性は、人類の生存基盤である自然

生態系を健全に保持し、生物資源の持続可能な利用を図

っていくための基本的な要素である。 

 

絶滅危惧種 

絶滅寸前に追いやられたりしている動植物の種のこ

と。主な原因として、開発による生息域の急速な環境変

化や、移入生物の影響、乱獲などがあげられる。環境省

はレッドリストを作成し、それに基づいて保護を行って

いる。また、1990 年代から各都道府県でも、レッドデ

ータブックが作成されている。 

 

【た行】 

 

ダイオキシン類 

物の燃焼過程などで非意図的に生成される有機塩素

化合物。ダイオキシン類対策特別措置法では、ポリ塩化

ジベンゾフラン（135 種類）、ポリ塩化ジベンゾ－パラ

－ジオキシン（75 種類）、コプラナーPCB（十数種類）

の総称と定義されており、人に対する発がん性が指摘さ

れている。 

 

太陽熱を利用する設備 

太陽熱を集めて熱エネルギーとして利用するもの。給

湯や冷暖房などに利用されている。 

 

単独処理浄化槽 

生活排水の処理において、し尿のみを処理する処理装

置。 

 

低炭素社会 

地球温暖化の原因である温室効果ガスのうち、大きな

割合を占める二酸化炭素の排出が少ない社会として提

示された概念。環境への負荷を抑えた社会を示す用語と

して使用される。 

 

都市公園 

都市公園法に基づき、国又は地方公共団体が一定区域

内の土地の権原を取得し、目的に応じた公園の形態を創

り出し一般に公開する営造物。住民の利用に供する身近

なものから広域的な利用に供するものまで、様々な規模、

種類のものがある。 

 

【な行】 

 

二酸化硫黄 

腐敗した卵に似た刺激臭のある無色の気体で硫黄分

を含む石油や石炭などの燃焼時に発生する。呼吸器を刺

激し、せき、ぜんそく、気管支炎などの障害を引き起こ

す。窒素酸化物とともに酸性雨の原因物質として知られ

ている。 

 

二酸化窒素 

窒素の酸化物で赤褐色の気体。発生源はボイラーなど

の固定発生源や自動車などの移動発生源のような燃焼

過程、硝酸製造等の工程などがある。呼吸器系の炎症等

で人の健康に影響を与える。 
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【は行】 

 

バイオマス  

再生可能な生物由来の有機性資源で化石資源を除い

たもの。主な活用方法としては、農業分野における飼肥

料としての利用のほか、燃焼による発電、アルコール発

酵、メタン発酵などによる燃料化などのエネルギー利用

がある。  

 

排出者責任  

廃棄物等を排出する者が、その適正なリサイクル等の

処理に関する責任を負うべきとの考え方。 

 

浮遊粒子状物質  

大気中に浮遊する粒子状の物質のうち粒径が 10μm

（μm＝100万分の1m）以下のもの。 

 

フリーマーケット 

自分の使っていた古物や不用品などを公園・広場に持

ち寄って売買・交換する市場のこと。 

 

フロンガス 

化学的に安定な物質で人体に影響はないが、大気中に

放出されるとほとんど分解されず、成層圏に達しオゾン

を分解する。洗浄剤、冷却剤、発泡剤などとして広く使

用されてきたが、オゾン層の保護のため、現在では生産

が禁止されている。 

 

ペーパーレス 

データや資料などを紙に印刷して閲覧・共有・保管し

てきたのをやめ、コンピュータシステム上で代替しよう

とする試み。コスト低減や省エネ・省資源の取組の一環

として行われている。 

 

【ま行】 

 

マイバック 

レジ袋の削減のため、買い物に際してはバックを持参

し、レジ袋の使用を控えようとする運動。買い物客が持

参するマイバックは「エコバック」とも呼ばれる。 

 

【ら行】 

 

リサイクル 

廃棄物等を再利用すること。原材料として再利用する

マテリアルリサイクル（再資源化）、焼却して熱エネル

ギーを回収するサーマルリサイクル（熱回収）がある。 

 

リデュース 

廃棄物の発生自体を抑制すること。リユース、リサイ

クルに優先される。 

 

リユース 

いったん使用された製品や部品、容器等を再使用する

こと。 

 

【英数字】 

 

BOD（Biochemical Oxygen Demand） 

生物化学的酸素要求量。水中の有機物が微生物の働き

によって分解されるときに消費される酸素の量。河川の

汚濁状況を示す代表的な指標で、数値が大きいほど河川

などの水中には有機物が多く、水質が汚濁していること

を意味する。 
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輪中の郷 環境総合計画 
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川島町役場 町民生活課 

〒350－0192 埼玉県比企郡川島町大字平沼1175番地 

Tel. 049-297-1811（代表） 

Fax. 049-297-6058 

E-mail．tyoumin@town.kawajima.saitama.jp 
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住む人に快適を 

訪れる人に活力を 

笑顔で人がつながるまち かわじま 


